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国名
グヌンハリムン‐サラク国立公園管理計画プロジェクト

インドネシア

Ⅰ 案件概要

協力金額 573 百万円

協力期間 2004 年 2 月 ～2009 年 1 月

相手国側機関
林業省森林・自然保護総局（PHKA）
林業省自然保護情報センター（NCIC）

日本側協力機関 環境省

関連案件

我が国の協力：
【技術協力プロジェクト】
インドネシア生物多様性保全計画フェーズI（1995年～1998年）、生物多様性保全計画フェーズII（1998
年～2003年）、生物多様性保全のための国立公園機能・人材強化プロジェクト（2009 年～2012 年）
【無償資金協力】インドネシア科学院（LIPI）生物学研究センター動物研究ラボ建設（チビノン・ボゴ
ール州）、自然保護情報センター（NCIC）建設、グヌン・ハリムン-サラク国立公園（GHSNP）における
国立公園管理事務所および研究センター建設（1997 年）
【JICA パートナーシップ・プログラム】
バンテン州レバック県グヌン・ハリムン・サラク国立公園地域における自然資源管理プロジェクト
【JOCV】
3つの国立公園における環境教育分野

プロジェクトの
背景

インドネシア国は生物多様性の高い国として知られている。しかし、急速な人口増加や産業発展は森
林面積の減少や生物種の減少を引き起こした。1992年に設立されたグヌン・ハリムン-サラク国立公園
（GHSNP）は、ジャワ島に位置する113,000haに広がる保全区域であり、ジャワ・ヒョウやジャワ・クマ
タカなどの希少生物種が存在する。GHSNPは、1992年に保全区域として指定され、2003年に同区域が大
幅に拡張されたため、絶え間ない森林劣化や地元コミュニティ間の争いに直面していた。JICAは、1995
年に「インドネシア生物多様性保全計画」を開始した。また、公園内の生物多様性保全や持続的な自然
資源の活用の促進を目的とした「グヌン・ハリムン-サラク国立公園管理プロジェクト」が2004年から
2009年まで実施された。

投入実績

日本側 相手国側
1. 専門家派遣 長期：6人、短期：12 人
2. 研修員受入 29人
3. 第三国研修（マレーシア） 15 人
4. 機材供与 約 37.7 百万円
5. 現地業務費 114 百万円

1. カウンターパート配置 19人
2. 土地・施設提供 プロジェクト執務室
3. ローカルコスト負担 約 14.5 百万 IDR（イ

ンドネシア・ルピー）

プロジェクトの
目的

上位目標

インドネシアの国立公園における生物多様性の保全とその持続可能な利用が促進される。

プロジェクト目標

1. グヌン･ハリムン－サラク国立公園において生物多様性が適切に保全される。
2. グヌン･ハリムン－サラク国立公園にてJICA プロジェクトにより得られた公園管理手法に必要な知
見が他の国立公園において共有される。

アウトプット

1-1 グヌン･ハリムン－サラク国立公園の管理計画が、地方自治体や地域住民などの多くの関係者によ
り強化され、公園管理政策／戦略が多くの関係者と共有される。
1-2 公園管理に必要な情報システム等が多くのステークホルダーと共有される。
1-3 グヌン･ハリムン－サラク国立公園の生物多様性調査が促進され、特にヒョウ、ジャワ・ギボン、
テナガザルの3 つの絶滅危惧種が適切に保全される。
1-4 地域住民と持続的な資源利用が促進され、その経験が紹介される。
1-5 エコツーリズム及び環境教育が強化される。
2-1 グヌン･ハリムン－サラク国立公園管理における組織及び個人の能力が強化される。
2-2 インドネシア生物多様性保全計画プロジェクトや本プロジェクトによって得られた公園管理にか
かる有用な知見、技能／技術や方法が他の国立公園へと波及する。

Ⅱ 評価結果

総合評価

本プロジェクトは、プロジェクト目標である①GHSNP の生物多様性の保全、②国立公園管理にかかる教訓や経験の獲得に

ついて、中長期公園管理計画・システムを確立し、スタッフの能力を強化するとともに、地元コミュニティとの共同管理体

制を確立、その経験を他の国立公園と共有した。GHSNP は林業省によりインドネシアのモデル国立公園の一つとして選定さ

れ、他の国立公園スタッフが 国立公園管理の成功事例を視察するために GHSNP を訪問している。いくつかの公園は、プロ

ジェクトで導入された参加型保全活動である環境保全モデル村（MKK）プログラムを開始している。しかし、プロジェクト



立案時に客観的な指標が設定されておらず、事後評価時において生物多様性保全や持続的自然資源の活用にかかる進捗度合

いについては、明確に測ることはできなかった。

GHSNP や上記の他の国立公園による取り組みは、上位目標である「インドネシアの国立公園における生物多様性保全や持

続的自然資源の活用の促進」に貢献したと考えられるものの、上位目標のレベルが非常に高く、本プロジェクトの貢献度を

測ることは出来なかった。

持続性については、生物多様性保全活動を十分に実施するための GHSNP 予算が不十分であるため、実施機関の財務面につ

いては、課題が確認された。

また、妥当性については、インドネシアの開発政策・開発ニーズおよび日本の援助政策と十分に合致している。効率性に

ついては、協力金額が計画を大幅に上回った。

以上より、総合的に判断すると、本プロジェクトは一部課題があると評価される。

1 妥当性

本プロジェクトの実施は、事前評価時・プロジェクト完了時ともに、林業省の 5カ年開発計画で掲げられたインドネシア
の開発政策（生物多様性に対する非常に大きな脅威、違法伐採、非持続的な森林管理、森林破壊などへの緊急の対処）、特
に国立公園などの保全区域における生物多様性の保全という開発ニーズ及び、日本のインドネシアへの援助政策と十分に合
致しており、妥当性は高い。

2 有効性･インパクト

本プロジェクトの実施により、プロジェクト目標および上位目標は一定の効果発現が見られた。
プロジェクト目標 1「グヌン･ハリムン－サラク国立公園において生物多様性が適切に保全される」については、①戦略・

管理計画（20カ年、5カ年、年間）の策定、②公園管理システムの開発、③国立公園スタッフの能力強化、そして④地元コ
ミュニティとの共同管理の促進により、プロジェクト完了時までに概ね達成された。生物多様性保全や持続的自然資源の活
用にかかる活動は、プロジェクト完了後も GHSNP によって継続的に実施されている。GHSNP は大学や研究機関と協力し、絶
滅危惧種の監視を実施してきた。毎年、200 を超えるアンブレラ種、全ての動物、500 種のデータが収集されている。また、
GHSNP は国立公園管理システムを活用し、違法伐採や採掘を監視している。地元コミュニティは、共同管理手法である環境
保全モデル村（MKK）プログラムを通じて、保全活動に参加してきた。MKK プログラムは、地元コミュニティを保全活動に
取り込むとともに、代替生計手段を提供することで公園内における違法な活動の根絶を図っている。このプログラムは、プ
ロジェクト期間中に GHSNP 内で普及モデルを確立するために 2 つの村落で開始され、事後評価時に GHSNP 内の 26 の村落で
実施されている。2012 年には、63,047 人がエコツアーのために GHSNP を訪問している。プロジェクトが高い達成度を示し
たことにより、いくつかの民間企業が社会貢献活動（CSR 活動）として基金を提供し、GHSNP の保全活動のために活用され
ている。しかしながら、生物多様性保全や持続的自然資源の活用にかかる進捗度合いについては、事後評価時において明確
に測ることはできなかった。これは、客観的な指標、すなわち違法伐採従事者の減少や森林破壊の速度の減速といった測定
可能な目標値が欠如していたからである。

プロジェクト目標 2「グヌン･ハリムン－サラク国立公園にて JICA プロジェクトにより得られた公園管理手法に必要な知
見が他の国立公園において共有される」は、セミナーや研修によりプロジェクト完了時までに達成された。GHSNP は林業省
によりインドネシアのモデル国立公園の一つとして選定された（森林・自然保護総局局長決定、 Number 
SK.128/IV-Sek/HO/2006、2006 年 7 月 25 日）ため、他の国立公園スタッフが コミュニティ参加を伴った国立公園管理の
進歩的な事例を視察するためにGHSNP を訪問している。また、いくつかの国立公園は、MKKプログラムを導入している。

本プロジェクトは、プロジェクト目標の達成や林業省、GHSNPおよびその他の国立公園（注1）の継続的な努力を基に、上
位目標である「インドネシアの国立公園における生物多様性の保全とその持続可能な利用が促進される」ことを目指してい
る。しかしながら、上位目標のレベルは非常に高く、その達成に対する本プロジェクトの貢献度を測ることが出来なかった。

よって、有効性・インパクトは中程度である。

国立公園スタッフおよび地元コミュニティによる協働
保全活動

公園管理の情報システムを運用する国立公園ス
タッフ

3 効率性
本プロジェクトは成果の産出に対し、協力期間は計画内に収まったが（計画比100％）、投入についてはアウトプットの

産出に適切でないものもあった。プロジェクト期間中、一部C/Pの配置がプロジェクトの開始当初に数カ月間遅れたことに
加え、任命された全てのC/Pが、自身の通常業務を抱えており、十分にプロジェクト活動に従事できなかった。また、日本
人長期専門家の数は、当初計画されていた活動に足るものではなかった。協力金額は、プロジェクト活動支援のための現地



コンサルタントの雇用など、追加の投入が生じ、計画を大幅に上回ったため(計画比164％）、効率性は中程度である。

4 持続性

実施機関および GHSNP の生物多様性保護促進にかかる政策制度面、体制面および技術面ともに大きな変化はない。プロジ
ェクトの範囲は、国立公園保全を戦略の一つとして掲げている林業省の現戦略計画（2010 年～2014 年）と合致している。
国立公園スタッフの能力強化は、林業省の林業教育・研修センター（CFET）によって、成功裏に実施されている。生物多様
性保全のためにプロジェクトで作成された大部分のガイドライン、マニュアル、地図および機材は、日常業務において活用
されている。

財務面では、生物多様性保全に必要な活動実施のための予算の不足がみられた。GHSNP は財源確保のために、民間企業（CRS
等を通して）やNGO との協働保全活動の機会を得る努力をしてきた。一部の活動は外部の基金（たとえば、経団連自然保護
基金はグヌン・ハリムン-サラク国立公園における環境教育を支援している）を利用し実施されている。

以上より、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は中程度である。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：

1 中長期公園管理計画・システム、公園管理システム、国立公園スタッフの能力強化、地元コミュニティとの共同管理体

制の促進といった本プロジェクトの成果は、他の国立公園と継続して共有されるべきである。

2 GHSNP における生物多様性保全活動に必要な予算が確保されるべきである。CSR 資金など、林業省予算以外の財源を得る

ための努力も継続されるべきである。

JICA への教訓：

1 上位目標は、プロジェクト終了後 3年から 5年経過した時点において達成可能である現実可能な目標と測定可能な指標

を明記し、適切に設定されるべきである。

2 プロジェクトは、アウトカムを完全に達成するために、プロジェクト目標の実際の進捗度合いを客観的にモニターでき

る適切な指標を設定し、理論的にデザインされるべきである。
3 十分な日本人専門家の派遣など、必要な投入は、プロジェクト目標の達成に向けた活動を考慮し、確保されるべきであ
る。

注 1 後続プロジェクトである「生物多様性保全のための国立公園機能・人材強化プロジェクト」（2009～2012年）も、林業教育・研修セン

ター（CFET）講師と国立公園スタッフの能力強化を通し、本プロジェクトの成果を他の国立公園に普及するのに貢献した。


